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	(制定)

(変更)
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	名　　　　　　　称

(事業所の名称を含む。)
	

	事務所所在地
	

	事業所所在地
	



電話（　　　　）

	備　　　　　　考
	


年　　　　月　　　　日

名　　　　　　称

代表者氏名



印

東　京　都　知　事　殿

連絡担当者名　　　　　　　　　　　　　　　　
所　　属　　　名　　　　　　　　　　　　　　　　

電　　　　　　話　　　　　　　　　　　　　　　　

備　考　1　この用紙の大きさは、日本工業規格A4とする。

2　×印の項は記載しないこと。

3　1部提出すること。
様式例1　地震防災組織

（解説）

(1) ここでは地震防災組織の様式と記入方法を示している。事業所の規模によって異なるので、この例示を参考にして事業所の状況に合った適切な地震防災組織を編成すること。

(2) 各班の機能としては、警戒宣言発令時の応急対策と地震時の応急措置及び救護、避難誘導等を最低限担保できること。

(3) 組織の編成に当たっては、勤務時間外に災害が発生し、かつ通信や交通手段が寸断された場合も考慮すること。

(4) 地震防災組織は、表にして事業所内に掲示すること。

（組織図の例）


総　務　班
【庶務課長】


（庶務主任）　外　3名


消火防災班
【製造課長】


（製造主任）　外10 名


救護班
【　　　　】

防災対策本部長　　  　 　 　　　 　
（　　　　）　外　　名
【工場長】

（副工場長）　　　　 　
通信連絡班　【　　　　】


（　　　　）　外　　名


避難誘導班　【　　　　】


（　　　　）　外　　名

【　　】内は責任者

（　　）内は代理者

（職務内容の例）

	職　務　名
	職　　　　務　　　　内　　　　容

	本　部　長
（氏　名）
	○防災対策全般（人事、組織、指令等）を総括し、人命の保護、火災発生防止及び二次災害発生の防止措置を指示する。

	総　務　班
（氏　名）
	○本部長の指示を本部、各班及び各課に伝達して各対策の情報収集・報告を行い連絡業務に適切な指示をする。
○避難状況を把握し情報を本部長に報告する。

	消火防災班
（氏　名）
	○警戒宣言が発令された場合の応急対策を実施する。
○地震発生時の応急措置を行う。
○二次災害発生時の初期消防活動を行う。

	救　護　班
（氏　名）
	○救急措置及び医薬品、救急資材の確保を行う。
○避難場所（負傷者等の受入準備等）を設営する。

	通信連絡班
（氏　名）
	○関係行政庁（警察、消防、都庁等）、地域防災組織等との連絡業務を行う。
○消火防災班への対策業務の指示伝達を行う。

	避難誘導班
（氏　名）
	○地域住民への広報及び避難誘導を行う。
○事業所員等の避難誘導を行う。


様式例2　地震防災教育計画

（解説）

(1) ここでは地震防災教育計画の様式と記入方法を示している。

(2) 保安教育計画との絡みもあるので、ここでの教育計画表は、今後、保安教育計画及びその実施記録に振り分けてもよいことにする。

(3) 地震防災教育計画及びその実施記録は、必要な時に第三者による確認ができるようにすること。

（教育内容の例）

(1) 地震に関する知識についての教育

①　地震防災上必要な地震に対する基礎知識

②　地震による事故例及びその対策

③　可燃性・毒性ガスの漏えいの可能性が大きい場所、その程度、対策に対する知識

④　高圧ガス施設に対して地震が与える影響及び被害に関する基礎的知識

(2) 地震法及びその関係法令、地震防災規程(危害予防規程の当該防災計画)及び当該事業所規程(防災細則)についての教育

(3) 当該防災計画の「警戒宣言発令時の応急対策」「地震時の応急措置」に関する具体的知識

(4) その他

（教育計画の例）　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（平成　　年度）

	予定日
	主な教育内容
	実施責任者
	対象者
	実施日
	検　印

	
	
	
	
	
	所長
	課長

	5月下旬
	○地震に関する知識
	庶務課
	新人社員


10名
	5月25日
	印
	印

	6月中旬
	○地震防災規程の具体的知識
	保安課
	製造課員

8名
	6月20日
	印
	印

	10月下旬
	○地震対策
	保安協会

主催
	防災要員

  3名
	
	
	

	11月初旬
	○地震関係法

○防災規程

○応急対策・応急措置
	庶務課
	配置転換

職員

5名
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	


様式例3　地震防災訓練計画

（解説）
(1) ここでは地震防災訓練計画の様式と記入方法を示している。

(2) 地震防災訓練計画及びその実施記録は、必要な時に第三者による確認ができるようにすること。

（訓練内容の例）

(1) 地震に対する総合防災訓練

(2) 警戒宣言発令時の応急対策に関する訓練

(3) 地震時の応急措置に関する訓練

(4) 消火訓練及び防災資器材の使用に関する訓練

(5) その他

（訓練計画の例）　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　(平成　　年度)

	予定日
	訓　練　内　容
	実施責任者
	対象者
	実施日
	備　考

	4月中旬
	○応急対策と応急措置

○消火訓練
	消火防災班
	消火防災班


12名
	4月10日
	

	6月上旬
	○消火訓練

○防災資器材の使用方法
	地域防災協

議会支部
	防災組織の

責任者


5名
	
	

	10月下旬
	○総合防災訓練
	東京都
	各班から


6名
	
	

	
	
	
	
	
	


様式例4　防災資器材一覧表

（解説）

(1) ここでは防災資器材一覧表の様式と記入方法を示している。

(2) 空気呼吸器のボンベについては、法定期間ごとの容器検査を受けること。

(3) 消火器についてもメーカー指定の使用期限の切れたものは必ず中味の薬剤等を取替えること。

(4) 点検した結果、不良なものについては修理するか買い替えるかして正常に使用できる状態にしておくこと。

(5) 防災資器材一覧表及びその点検記録は、必要なときに第三者による確認ができるようにすること。

（防災資器材の例）

	名　　　　　称
	数　量
	保管場所
	点検期間
	点　検　日　と　責　任　者

	空気呼吸器
	2
	製造課
	1年

(容器は

3年)
	平10年5月

印
	
	
	

	防毒マスク
	2
	製造課
	1年
	
	
	
	

	防毒衣
	2
	製造課
	1年
	
	
	
	

	保護長靴・手袋
	2
	製造課
	1年
	
	
	
	

	消火器
	10
	施設各所
	1年
	
	
	
	

	工具
	一式
	製造課
	1年
	
	
	
	

	ガス漏れ止め用具
	一式
	製造課
	1年
	
	
	
	

	ロープ
	200ｍ
	倉　庫
	1年
	
	
	
	

	土のう
	10
	倉　庫
	1年
	
	
	
	

	バケツ
	5
	倉　庫
	1年
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	


様式例5　安全対策計画

（解説）

(1) ここでは安全対策計画の様式と記入方法を示している。

(2) 脆弱箇所が判明した場合、応急的な暫定対策と脆弱性を解消するための安全化計画を作成すること。なお安全化計画では、対策を講ずる期限を明示すること。

(3) 耐震性能基準への適合を確認した結果、耐震性能基準を満たしていないことが判明した場合の措置についても、安全対策計画に盛り込むこと。

(4) 安全対策計画及びその実施記録は、必要なときに第三者による確認ができるようにすること。

（安全対策計画の例）

	点検年月日
	現状での脆弱箇所及び状況
	安　全　対　策　計　画

	
	
	暫　定　対　策
	安　全　化　計　画

	平成

 25年○月○日
	機械室の建築構造は鉄筋ｺﾝｸﾘｰﾄであるが老朽化が著しい。
	応急的改修を行う。
	平成27年○月迄に、耐震性の建築構造に改築する。

	平成

25年○月○日
	ガス漏えい検知器と緊急しゃ断弁が連動していない。
	事業所内の防災体制の充実を図る。
	平成26年○月迄に、ガス漏えい検知器と緊急しゃ断弁の連動に係る改善措置を講ずる。

	
	
	
	


様式例6　被災当初時に必要となると考えられる最低限の項目

（解説）

(1)　ここでは指針の機動性確保のため、防災計画指針のうち被災当初に最低限必要となる項目を例示し、内容と記入例を示している。

(2) 参考のため例示したものであり、防災計画（表）の整備の際に留意いただきたい。

（項目表の記載例）

	ＮＯ
	項目
	内容（例）
	整理しておくもの（記入例）
	チェック

	1
	防災組織

・連絡先
	・緊急時に連絡すべき防災組織等やその連絡先（最新の緊急連絡表）が備えてあり、すぐに取り出せるようになっていますか。
	○緊急連絡表

・防災組織の長などの緊急連絡表、連絡先
・△△消防署

・△△防災事業所
	

	2
	初期措置（１）
点検・確認
	・地震を感知したときは、マニュアル等によりすぐに高圧ガス施設を点検し異常の有無を確認できますか。
・従業員等に被害がないことの確認がとれますか。
	○点検マニュアル(抜粋)
・点検箇所１（△△)
・点検箇所２（△△）

・点検箇所３（△△）
○勤務表、内線
	

	3
	初期措置（２）
・運転停止
・除害設備
	・地震の規模が大きいときは、すぐに緊急運転停止マニュアルなどで機器の運転を停止し、除害設備の稼動、消火設備等の準備などを行えますか。
	○緊急運転マニュアル(抜粋)
・除害設備(△△)の操作方法
○除害設備の位置

・消火設備（位置図）と操作方法
	

	4
	初期措置（３）
・ガス漏えい時の措置
	・漏えいを発見した時はすぐにガス漏えい時マニュアル等により、漏えい箇所を発見し、ガス漏えい防止措置を行えますか。
・万一、引火した時の対応が行えますか。
	○漏えい時マニュアル
・ガス漏えい時には△△による漏えい防止作業を行う。
・ガス引火時には、△△により初期消火を行う。鎮火しない場合、関係機関（△△）へ連絡する。
	

	5
	初期措置（４）
・避難誘導
	・高圧ガス又はその他による災害が拡大し、危険になった場合は事業所員及び附近住民に対して適切に避難誘導を行えますか。
	○避難経路図など
・構内経路、広域避難所
○避難誘導方法

・対応者、持ち出し品など
	

	6
	震災後の運転再開時等の措置
	・設備を点検し、安全を確認した後で運転を再開する手順を知っていますか。
	○施設・設備の運転再開のための手順
・△△を確認、

・△△（保安責任者）確認等
	


様式例7　情報伝達基準

（解説）

(1) ここでは情報伝達基準の様式と記入方法を示してある。

(2) 伝達基準は、この例示を参考にして事業所の規模に合わせた適切なものを作成すること。

（伝達基準の例）

	情　報　収　集
	通　報　報　告
	決　定　指　示
	指　示 ･ 伝　達

	
	
	
	
















知った人通報


発令を





受領責任者





伝達





伝達





警戒宣言発令





地震防災組織


防災要員参集





事業所内の掲示・放送及び伝達





事業所外関係者





指示





確認





招集





情報元　ラジオ・テレビ





対策本部設置





警戒宣言発


令受信票





（準備）





報告





指示





指示





判定会招集





防災対策本部長





応急対策





応急措置
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